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株式会社長大 

株式会社 RQ 

高光産業株式会社 

株式会社アストゼイン 

東急株式会社 

 

株式会社長大（代表企業）、株式会社 RQ、高光産業株式会社、株式会社アストゼイン、東急株式会社の５

社で構成するコンソーシアムが応募していた「複合発酵技術を活用した循環型トイレの都市での実装」実証事業が、東

京都主催の「東京ベイ eSG プロジェクト 令和７年度先行プロジェクト」※ に採択されました。 

 

この実証事業は、複合発酵技術を活用した循環型トイレの有効性を確認するとともに、植栽や壁面緑化への緑化

効果・ヒートアイランド対策への効果を検証します。平時は水資源の有効活用と都市環境の改善を可能にし、かつ災害

時も通常の生活環境と同等レベルで利用できる循環型トイレの技術の確立を図ります。実証事業の後半は、東急線

沿線の駅に循環型トイレを設置し、生活に身近な場所から循環型社会に貢献できる仕組みづくりとレジリエンスの向上

につなげます。 

 

５社はこの事業を通じて、複合発酵技術を活用した循環型トイレの運用スキームを確立し、これまで地方部に多く導

入されてきた循環型トイレを、都市でも活用し、東急線沿線をはじめとしたさまざまなエリアの施設への導入を促進するこ

とで、循環型社会の実現に貢献していきます。 

 

 

※自然と便利が融合した持続可能な都市の実現に向け、東京のベイエリアを活用し、最先端テクノロジーの社会実装

に取り組むプロジェクト。 

詳しくはこちら ＞「東京ベイｅＳＧプロジェクト」公式ＨＰ 

https://www.tokyobayesg.metro.tokyo.lg.jp/priorityprojects 

 

 

「複合発酵技術を活用した循環型トイレの都市での実装」が 
「東京ベイ eSG プロジェクト 令和７年度先行プロジェクト」に採択されました。 

～循環型社会の実現に向けて、東京ベイエリアで循環型トイレの実証事業を行います～ 

都市型循環トイレイメージ 



 

【別紙】 

1. 概要 

プロジェクト期間 採択後から 2028 年 3 月 31 日まで（予定） 

実施場所 （１）中央防波堤エリア：場所詳細は調整中 

（２）周辺ベイエリア：東急大井町線下神明駅（予定） 

実証内容 ・ 中央防波堤エリアでの循環型トイレの公共インフラと切り離した環境下での運転検証 

・ 循環型トイレの再生水と雨水等を用い、植栽・壁面緑化への有効性の確認とヒート

アイランド対策への効果・安全性の検証 

・ 周辺ベイエリア東急大井町線下神明駅への循環型トイレの社会実装 

・今後のスケジュール 

 

 

2. 体制 

事業者 事業者の役割 

株式会社長大 全体統括、計画策定、進捗管理、関係者との協議 

株式会社 RQ 循環型トイレの製造・運転検証、緑化検証 

高光産業株式会社 オゾン装置提供 

株式会社アストゼイン オゾン装置開発、オゾン装置運転検証 

東急株式会社 周辺ベイエリアにおける実装場所調整・提供、周辺ベイエリア実装における監督 

 

3. 将来展開 

  長大と RQ は複合発酵技術を活用した循環型トイレを、2024 年１月に発生した能登半島地震の復旧・復興プロ

セスにおいて、長大から能登町へ４基を無償で提供しました。被災された多くの地域住民に、水道インフラが使用不能

な環境下でも快適にトイレが利用でき、衛生環境の改善にもつながったことを喜んでいただきました。 

 また、長大と東急は、これまで約２年にわたって沖縄県宮古島市にある東急グループ施設「まいぱり」宮古島熱帯

果樹園で、複合発酵技術を活用した水循環システムに関する実証実験を実施してきました。本年４月からは、東急が

渋谷で運営するオープンイノベーションラボ「SOIL」に同システムを導入し、都心エリアでの稼働検証を行っています。 

生活に身近な場所に循環型トイレを設置することで、循環型社会への貢献と災害への備えを普及展開し、環境への

配慮とレジリエンスを両立したまちづくりを実現したいと考えています。 

 

4. 循環型トイレについて 

 循環型トイレは、排泄物を含む汚水を施設内で浄化し、その浄化した水を洗浄水として再利用する自己完結型のト

イレです。これまで循環型トイレやおがくずトイレを代表とするバイオトイレは上下水道インフラの整っていない山間部等の

地域で活躍してきましたが、本実証事業では都心部での有効性を確認いたします。 



 

5. 複合発酵技術について 

 複合発酵技術は微生物による発酵作用を活用し、ノンケミカルな排水処理を実現します。また、通常の排水処理で

発生する汚泥を抑制することが可能で、ゼロエミッションの取り組みにも貢献する、自然と調和したサスティナブルな環境

技術です。 

※ゼロエミッションとは・・・人間の活動から発生する廃棄物や温室効果ガスをゼロにすること 

 

6. 過去の取り組み実績 

■能登半島地震の被災地へ循環トイレの無償提供 

・期間   

2024 年 1 月 24 日～避難所閉設までの約半年間 

・場所   

当目地区多目的研修集会センター（石川県鳳珠郡能登町当目 38−153） 

神野公民館（石川県鳳珠郡能登町鶴町 11−13−1） 

岩井戸公民館（石川県鳳珠郡能登町黒川 26−11） 

・内容 

2024 年１月に発生した能登半島地震により、、被災を受けた能登町において、特にトイレ環境が厳しい 3 箇所の

避難所に対し無償提供し、通常の生活環境と同等レベルの安心で快適なトイレを利用できるよう、衛生環境の改善に

取り組みました。能登町は当目地区多目的研修集会センターの循環型トイレを町内のやなぎだ植物公園に移設し、災

害対応トイレとして使用を継続しています。 

 

■渋谷「SOIL」への導入の概要 

・期間  

2025 年 4 月 2 日～2026 年 3 月 31 日（予定） 

・場所 

SOIL（Shibuya Open Innovation Lab）（東京都渋谷区渋谷三丁目６番１４号 渋谷金王第二ビル） 

・検証項目 

（１）水循環におけるマテリアルバランスの検証 

不特定多数の利用者がいる環境において、汚水を水循環システムで浄化して再利用する過程で、汚水の排出量、再

生可能量、再生水の使用量のバランスが安定的に維持できるかを確認し、導入施設の環境に応じて循環量の調整を

柔軟に設定できるシステムの構築を目指します。 

 

（２）再生水の水質安定性の確認および数値化による証明 

複合発酵技術で浄化された再生水の水質検査を定期的に実施し、より精緻なデータを収集。水質の安定性、安全性

を証明するエビデンスを蓄積します。 

 

・SOIL（Shibuya Open Innovation Lab）について 

SOIL は、東急が運営する社会実装に特化した招待会員制のオープンイノベーションラボです。オープンイノベーションの

土壌（SOIL）として、新技術の開発、展開を目的とした国内外のスタートアップ、大企業、投資家、メディア、官公庁

などのプレーヤーがつながる場を提供し、日本社会にイノベーションを興していきます。 

※過去リリース https://www.chodai.co.jp/news/docs/20250407_2.pdf 

 



 

■まいぱり実証実験の概要 

・期間 

2023 年 2 月 27 日～2025 年 3 月 31 日 

 

・場所 

「まいぱり」宮古島熱帯果樹園（沖縄県宮古島市下地字与那覇 1210） 

 

・検証項目 

（１）「まいぱり」敷地内の施設から排出される汚水を、塩素などの化学薬品を使用せず、複合発酵設備で処理する

ことで、再利用が可能なレベルまで浄化し、施設のトイレの洗浄用水として循環利用。 

 

（２）再生水は農作物の成長を向上させるための土壌改良材となることが期待されるため、まいぱり果樹園に再生水

を散水し、安全な農作物の成長の向上、土壌や海洋環境の改善、生物多様性保全への効果を測定。 

 

※過去リリース https://www.chodai.co.jp/news/docs/20230224.pdf  



 

【参考】 

■株式会社長大 

設立： 1968 年 2 月 

代表者： 代表取締役社長 野本 昌弘 

所在地： 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目 20 番４号 

事業内容： 総合建設コンサルタントとして、橋梁・道路・交通・港湾河川・都市計画・ITS・情報システム・環境・PPP/PFI

などのインフラに関わる調査・計画・設計・運用など、社会インフラサービスを提供。近年は、インフラ整備でのノウハウを生かし

て、再生可能エネルギーの発電事業、空飛ぶクルマ・スマートシティ・量子コンピュータなどの新事業にも取り組んでいる。 

URL： https://www.chodai.co.jp/ 

 

■株式会社RQ 

設立： 2022 年 11 月 

代表者： 代表取締役社長 美濃島 浩 

所在地： 愛知県名古屋市中区丸の内 2 丁目 13 番 23 号 FK ビル丸の内 4 階 

事業内容： 水質浄化システム、及び、農産物等の育成システムの商品企画・開発・製造・および販売など 

URL： https://rq-inc.jp/ 

 

■高光産業株式会社 

設立： 1954 年 9 月 

代表者： 代表取締役社長 妹尾 八郎 

所在地：福岡県福岡市博多区東光 2-8-32 

事業内容： 物流事業およびインターネット事業など 

URL：https://takamitsu.com/ 

 

■株式会社アストゼイン 

設立： 2024 年 1 月 

代表者： 代表取締役社長 宮﨑 文隆  

所在地： 東京都渋谷区桜丘町 18-4 二宮ビル 1F-43 

事業内容： オゾン水を生成するための小型電解セル装置の製作など 

URL：https://astozein.tech/ 

 

■東急株式会社 

設立： 1922 年 9 月 

代表者： 代表取締役社長 堀江 正博 

所在地： 東京都渋谷区南平台町 5 番 6 号 

事業内容： 不動産賃貸業、不動産販売業、その他事業 

URL： https://www.tokyu.co.jp/ 

 


